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市役所の代表電話番号は　�０４２４－６４－１３１１です。お間違えのないようお願いします。
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　市民の皆さんに市の財政状況についてご理解
いただくために、財政状況を６月と１２月に公表
しています。平成13年度決算の概要と平成14
年度上半期の予算執行状況をお知らせします。
※決算の概要および予算の執行状況中の金額
は、原則として１万円未満を四捨五入していま
す。
◆財政課（田無庁舎�内線１１３１）

決
算
の
状
況

　

平
成　

年
度
一
般
会
計
の
決
算

13

額
は
、歳
入
が　

億
５
千　

万
円
、

615

366

歳
出
が　

億
５
千　

万
円
と
な
り

593

733

ま
し
た
。
歳
入
歳
出
の
決
算
の
概

要
と
市
債
な
ど
に
つ
い
て
は
、
円

グ
ラ
フ
と
表
の
と
お
り
で
す
。

　

一
般
会
計
と
７
つ
の
特
別
会
計

の
全
会
計
の
総
額
は
、
全
体
で
歳

入
が　

億
９
千　

万
円
、
歳
出
が

998

304

　

億
７
千　

万
円
と
な
り
ま
し

970

626

た
。
各
会
計
の
決
算
額
は
、
表
の

と
お
り
で
す
。

収入支出差引額支 出 済 額収 入 済 額会　 計　 名

２１億9,633万円593億5,733万円615億5,366万円一 般 会 計

3億2,424万円121億7,756万円125億　180万円国 民 健 康 保 険特

別

会

計

１億2,013万円45億9,414万円47億1,427万円下 水 道 事 業

－15億7,943万円　１5億7,943万円受 託 水 道 事 業

785万円１億　487万円１億1,272万円中 小 企 業 従 業 員
退職金等共済事業

1万円１31億9,068万円１31億9,069万円老人保健（医療）

3,415万円２億　863万円２億4,278万円駐 車 場 事 業

1億3,407万円58億6,362万円59億9,769万円介 護 保 険

28億1,678万円970億7,626万円９98億9,304万円計

平成13年度　各会計の決算概要

財政指標
　西東京市の財政状況を示す財政指標の状況は、下表のと
おりです。
◇一般財源　財源としての使途が制約されていなくて、ど
のような経費にも使用できるもので、市税、地方譲与税、
地方交付税などがあります。
◇標準財政規模　市税、普通交付税、地方譲与税で求めら
れる地方自治体の財政規模を示します。
◇基準財政収入額　地方自治体が、標準的な状態で徴収す
ることができる税収など
◇基準財政需要額　地方自治体が、合理的かつ妥当な水準
で行政を行うために算定された必要な経費

備　　　　　　考２６市平均西東京市財 政 指 標

経常的な一般財源を経常的経費に充
てた割合（一般に７０～８０％が適正水
準と考えられています）

87.7％８2.2％
経 常 収 支

比 率

標準財政規模に対する公債費（市債
の返済額）の割合

9.6％7.1％
公 債 費
比 率

地方交付税算定上の基準財政需要額
に対する基準財政収入額の割合が、
１を超えると財政に余裕があるとさ
れ、普通交付税が交付されません。
平成１3年度は、立川市のほか、６市
が不交付団体です。

０.9320.870
財 政 力

指 数

����������

　財政状況を
　　お知らせします

　　　

一
般
の
企
業
で
用
い
ら
れ
て
い
る
会

計
手
法
を
活
用
し
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を

作
成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
と
は

別
の
視
点
で
市
民
の
皆
さ
ん
に
市
の
財

政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

こ
れ
を
み
る
と
「
市
に
ど
れ
く
ら
い
の

資
産
が
あ
り
、
ど
の
く
ら
い
の
負
債
が
あ

る
の
か
」
が
一
覧
で
わ
か
り
ま
す
。（
７

面
下
段
参
照
）

　

左
側
の
借
方
に
は
、「
資
産
」
が
表
示

さ
れ
、
こ
れ
か
ら
の
世
代
に
残
る
財
産
状

況
、
こ
れ
ま
で
投
資
さ
れ
た
資
金
の
使
途

状
況
な
ど
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

　

右
側
の
貸
方
に
は
、「
負
債
」
及
び

「
正
味
資
産
」
が
表
示
さ
れ
、
こ
れ
か
ら

の
世
代
が
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

借
入
金
状
況
、
こ
れ
ま
で
の
世
代
が
負
担

し
た
資
金
状
況
な
ど
を
確
認
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
資
産
の
合
計
は
、
負
債
及

び
正
味
資
産
の
合
計
と
等
し
く
な
り
ま

す
。

　

こ
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
総
務
省

（
旧
自
治
省
）
が
公
表
し
た
「
地
方
公
共

団
体
の
総
合
的
な
財
政
分
析
に
関
す
る

調
査
研
究
会
報
告
書
」
に
記
載
さ
れ
て
い

る
作
成
基
準
に
基
づ
き
、
決
算
統
計
（
注

１
）
デ
ー
タ
を
基
礎
数
値
と
し
て
普
通
会

計
（
注
２
）
分
を
作
成
し
ま
し
た
。

注
１
…
決
算
統
計
…
地
方
公
共
団
体
の

決
算
状
況
を
総
務
省
が
統
一
的
な
基
準

に
基
づ
い
て
毎
年
度
集
計
し
た
も
の
で

す
。
対
象
は
、
デ
ー
タ
化
さ
れ
て
い
る
昭

和　

年
度
以
降
で
す
。

４４
注
２
…
普
通
会
計
…
一
部
介
護
サ
ー
ビ

ス
事
業
に
係
る
経
費
を
除
く
一
般
会
計

及
び
中
小
企
業
従
業
員
退
職
金
等
共
済

事
業
特
別
会
計
を
合
算
し
た
も
の
で
す
。

�　

資
産
１
千　

億
円
の
う
ち
、
１
千　

億

９３８

７６１

平
成　

年
３
月　

日
現
在
に
お
け

１４

３１

る
西
東
京
市
の
資
産
は
１
千　

億
９３８

円
、
負
債
は　

億
円
、
正
味
資
産
は

５００

１
千　

億
円
で
す

４３８

円
（　

・
８
％
）
が
土
地
、
建
物
、
備
品

９０

等
の
有
形
固
定
資
産
で
す
。
有
形
固
定
資

産
の
行
政
目
的
別
割
合
を
見
る
と
、
土
木

費　

億
円
（　

・
５
％
）
及
び
教
育
費　

９７７

５５

４１７

億
円
（　

・
７
％
）
で
全
体
の
約　

％
を

２３

８０

占
め
て
い
ま
す
。
以
下
、
総
務
費　

億
円

１２０

（
６
・
８
％
）、
民
生
費　

億
円
（
５
・

９１

１
％
）、
衛
生
費　

億
円
（
２
・
２
％
）、

３８

消
防
費　

億
円
（
１
・
７
％
）
商
工
費
４

３０

億
円
（
０
・
２
％
）
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

負
債　

億
円
の
う
ち
、　

億
円
（　

・

５００

３６３

７２

６
％
）
が
地
方
債
未
償
還
残
高
、　

億
円

１３７

（　

・
４
％
）
が
退
職
給
与
引
当
金
で
す
。

２７
ま
た
、
有
形
固
定
資
産
に
対
す
る
地
方
債

残
高
（
こ
れ
か
ら
の
世
代
が
負
担
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
も
の
）
の
割
合
は
、　

・
２０

６
％
と
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
の
社
会
資
本
の
整
備
に
要

し
た
資
金
の
内
訳
を
表
わ
す
正
味
資
産

は
１
千　

億
円
で
、　

億
円
（　

・
５

４３８

１６６

１１

％
）
が
国
庫
支
出
金
、　

億
円
（　

・
０

３７３

２６

％
）
が
都
支
出
金
、　

億
円
（　

・
５

８９９

６２

％
）
が
一
般
財
源
等
で
す
。

※
詳
細
に
つ
い
て
は
冊
子
を
作
成
し
て

い
ま
す
の
で
、財
政
課（
田
無
庁
舎
３
階
）

ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
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歳　出

総務費

94億5,013万円94億5,013万円
15.9％15.9％

市市役役所所のの運運営営、、
財財産産管管理理ななどど学校教育・社会教育関係など

５6億7,826万円
9.6％

教育費

その他
（議会費、農林費、商工費ほ

か）
28億8,418万円　4.8％

民生費
高齢・障害者の方、
子どもへの福祉など

182億6,709万円182億6,709万円
30.8％30.8％

保健衛生関係、ごみ
収集、公害対策など
４０億8,566万円
6.9％

衛生費

公債費

３4億5,180万円
5.8％

市債（長期の借金）の返済

消防費
消防・災害対策など
27億3,068万円
4.6％

借 入 額対 象 事 業区 分会 計 名
9,650万円（仮称）東伏見コミュニティセンター建設事業ほか総 務 債

一 般 会 計

3億８，100万円（仮称）合併記念公園整備事業ほか土 木 債
4，920万円消防自動車購入ほか消 防 債
1，100万円借換債（保谷中学校大規模改修60年度）教 育 債

４8億7,480万円（仮称）合併記念公園整備事業ほか合併特例債
４億4,840万円住民税等減税補てん債減税補てん債
7億9,260万円臨時財政対策債臨時財政対策債
66億5,350万円計

7,200万円公共下水道事業・流域下水道事業下 水 道 債下水道事業特別会計

平成１3年度　市債の借り入れ状況

平成13年度　一般会計決算概要

歳　入

都支出金
都からの補助金など
51億7,482万円
8.4％

地方交付税
４6億9,170万円
7.6％

繰入金

26億8,905万円
4.4％

市の貯金にあた
る基金から繰り
入れたお金

繰越金
21億7,125万円
3.5％

地方消費税交付金
17億3,235万円
２.８％

土木費

128億  953万円
21.6％

道路・公園の整備道路・公園の整備
などなど

国、東京都、銀行など
から長期に借り入れ
たお金

市 債

66億5,350万円
10.8％

国庫支出金

5６億2,238万円
9.1％

国からの補助金など

その他
（地方特例交付金、
利子割交付金ほ

か）
47億  953万円
7.7％

市 税

２８1億  908万円
45.7％

市民の皆さんの税金

　普通会計とは、総務省の定める基準により、公営事業会
計以外の会計を総合して一つの会計としてまとめたものを
いいます。西東京市では、一般会計と中小企業従業員退職 
 金等共済事業特別会計が対象となります。

市民１人当たりの負担（普通会計ベース）

２６市平均西東京市

１７万4,510円１５万7,060円納 め た 税 金 （ 市 税 ）

３１万８，888円３3万   842円使 わ れ た お 金（ 歳 出 総 額 ）

２3万9,766円20万2,871円地 方 債 の 現 在 高

8万8,953円３万     71円債務負担行為の翌年度以降支出予定額

　

平
成　

年
１
月　

日
に
、
田

１３

２１

無
市
と
保
谷
市
が
合
併
し
、
西

東
京
市
が
誕
生
し
ま
し
た
。
平

成　

年
度
の
決
算
は
、
西
東
京

13
市
と
し
て
年
度
を
通
し
た
初
め

て
の
決
算
と
な
り
ま
す
。


